
（平成２３年１１月３０日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 115 件

国民年金関係 7 件

厚生年金関係 108 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 5 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 2 件

年金記録確認茨城地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



茨城国民年金 事案 1310 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60 年 10 月から 61 年３月までの期間及び同年 10 月から 62

年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めら

れることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 60年 10月から 61年３月まで 

             ② 昭和 61年 10月から 62年３月まで              

    ねんきん定期便を確認したところ、昭和 60年 10月から 61年３月までの

期間及び同年 10月から 62年３月までの期間の国民年金保険料が未納とさ

れていた。 

 両申立期間については、時期は記憶に無いが、夫が夫婦二人分の国民年

金保険料を納付していたはずである。 

 このため、両申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得

がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録により、申立人は、申立期間①の直前である昭和 60年８月

及び同年９月の国民年金保険料を 61年 10月８日に過年度納付し、申立期間

①の直後である 61年４月及び同年５月の保険料を同年４月 28日に現年度納

付していることが確認できることから、申立期間①の保険料を納付しなかっ

たとは考え難い。 

また、オンライン記録により、申立人は、申立期間②の前後の期間につい

て、それぞれ国民年金保険料を現年度納付している上、申立人には、昭和 63

年７月５日に、過年度保険料に係る納付書が発行されたことが確認でき、こ

の時点において時効未到来である申立期間②について、過年度納付すること

は可能であることから、これを納付しなかったとは考え難い。 

さらに、両申立期間は、それぞれ６か月と短期間であり、申立人は、両申

立期間及び国民年金第３号被保険者期間を除く国民年金加入期間の保険料を



全て納付している 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、両申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



茨城国民年金 事案 1311 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、昭和 47年１月から同年３月までの国民年金保険料については納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 47年１月から同年３月まで 

年金事務所に年金加入記録を照会したところ、昭和 47年１月から同年３

月までの国民年金保険料が未納とされていた。昭和 46年にＡ市区町村役場

Ｂ事務所で国民年金の加入手続を行い、保険料については、私の夫の分と

一緒に、定期的に同事務所又は郵便局で納付していたので、申立期間の保

険料も納付したはずである。 

このため、申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得が

いかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が国民年金の加入手続を行った時期は、申立人の国民年金手帳発行

日及び申立人に係る国民年金被保険者台帳に記載された手帳交付年月日から

昭和 46年 11月頃と考えられ、申立人は、同年４月から同年 12月までの保険

料を、申立期間内の 47年２月 10日に納付し、申立期間直後の 47年４月から

６月までの保険料を同年６月 16日に納付したことを示す「国民年金保険料納

入通知書兼領収証書」を所持しており、国民年金被保険者台帳及び国民年金

被保険者名簿により、申立人及び申立人の夫は、申立期間前後の保険料を同

様に納付していることが確認できることから、申立期間の保険料のみを納付

しなかったとは考え難い。 

また、申立期間は３か月と短期である上、申立人は、昭和 46年 11月頃に

国民年金の加入手続を行い、同年４月から 60歳到達により国民年金被保険者

資格を喪失するまで、申立期間を除き保険料を全て納付している。 

さらに、申立人の夫は、Ｃ職として働いており、申立期間の前後において、



収入に大きな変化は見られないことから、国民年金保険料を納付する資力は

あったものと考えられる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



茨城国民年金 事案 1312 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 51年６月から同年 12月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 43年４月から 44年 12月まで 

② 昭和 51年６月から同年 12月まで 

ねんきん定期便を確認したところ、昭和 43年４月から 44年 12月までの

期間及び 51年６月から同年 12月までの期間の国民年金保険料が未納とな

っていた。 

申立期間①当時、私は、Ａ社という会社の寮に住み込みで働いていたが、

Ｂ市区町村の職員が国民年金保険料を集金に来ていたので、必ず納付して

いた。また、申立期間②当時は、独立したばかりで仕事が忙しかったので、

後からまとめて納付した。 

このため、両申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得

がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②の国民年金保険料について、申立人は、Ｂ市区町村から督促状

が来たので、申立人の妻と共に同市区町村役場へ行き、当該保険料をまとめ

て納付したと主張しているところ、申立人の妻は、申立期間②と同期間の保

険料が納付されている。 

また、オンライン記録により、昭和 63年１月 29日に、申立期間②直後の

52 年１月から 53 年３月までの記録が追加されていることが確認できること

から、申立期間②当時の記録管理に瑕疵
か し

が認められる。 

一方、申立人は、申立期間①当時、勤務していたＡ社の寮に居住しており、

経理担当であった当時の同社社長の妻が事情を承知していると主張している

が、当該経理担当は、Ｂ市区町村の職員が国民年金保険料の集金に来ていた



ことは事実であるが、申立人の保険料の納付の有無については承知していな

いと証言している。 

また、申立人は、申立期間①の国民年金保険料を後からまとめて納付した

ことはないと主張しており、当該期間の保険料を過年度納付及び特例納付し

たことをうかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立期間①の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）が無い上、別の国民年金手帳記号番号が払い出された

形跡もうかがえず、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる

事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

申立期間②の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



茨城国民年金 事案 1313 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、昭和 47年１月から同年３月までの国民年金保険料については納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 47年１月から同年３月まで 

年金事務所に年金加入記録を照会したところ、昭和 47年１月から同年３

月までの国民年金保険料が未納とされていた。私の妻が、昭和 46年にＡ市

区町村役場Ｂ事務所で国民年金の加入手続を行い、保険料については、私

の分と一緒に、定期的に同事務所又は郵便局で納付していたので、申立期

間の保険料も納付したはずである。 

このため、申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得が

いかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の妻が国民年金の加入手続を行い、保険料を納付してい

たと主張しているところ、申立人の妻は、昭和 46年４月から同年 12月まで

の申立人の保険料を、申立期間内の 47年２月 10日に納付し、申立期間直後

の47年４月から６月までの保険料を同年６月16日に納付したことを示す「国

民年金保険料納入通知書兼領収証書」を所持しており、国民年金被保険者台

帳及び国民年金被保険者名簿により、申立人及び申立人の妻は、申立期間前

後の保険料を同様に納付していることが確認できることから、申立期間の保

険料のみを納付しなかったとは考え難い。 

また、申立期間は３か月と短期である上、申立人は、昭和 46 年４月から

60歳到達により国民年金被保険者資格を喪失するまで、申立期間を除き保険

料を全て納付している。 

さらに、申立人はＣ職として働いており、申立期間の前後において、収入

に大きな変化は見られないことから、国民年金保険料を納付する資力はあっ



たものと考えられる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



茨城国民年金 事案 1314 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 52年４月から同年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年４月から同年 12月まで 

    ねんきん定期便を確認したところ、昭和 52年４月から同年 12月までの

国民年金保険料が未納とされていた。 

私は、昭和 49年から 50年頃までに、国民年金の加入手続を行い、申立

期間については、Ａ市区町村役場において、53年２月 28日に、昭和 52年

度分の保険料を一括納付したはずである。 

このため、申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得が

いかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金被保険者名簿により、申立人は、申立期間直前の昭和 51年４月か

ら 52年３月までの国民年金保険料を同年 11月１日に過年度納付し、申立期

間直後の 53年１月から同年３月までの保険料を同年２月 28日に現年度納付

していることが確認でき、この時期において納付が可能であった申立期間の

保険料のみを納付しなかったとは考え難い。 

また、国民年金被保険者台帳（特殊台帳）により、昭和 52年度の各月欄に

おいては、53 年１月から同年３月までの保険料が納付となっているものの、

当該進達欄においては、納付月数「12」となっていることから、行政側の申

立人に係る記録管理が適正に行われていなかった事実が認められる。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したとする昭和 53年当

時、申立人の夫はＢ社に勤務しており、生活状況に大きな変化も認められな

いことから、申立期間の保険料を納付するのに経済的な問題は無かったもの

と考えられる。 



その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。



茨城国民年金 事案 1315 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成２年８月から同年 11 月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年８月から同年 11月まで 

年金事務所に国民年金保険料の納付記録を確認したところ、申立期間の保

険料が未納とされていた。昭和 54年７月に国民年金に加入後、現在まで一

度も未納なく納付してきた。 

このため、申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得がい

かない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間直前の平成２年４月から同年７月までの期間及び３年４

月以降の国民年金保険料を現年度納付していることから、その間において納

付可能であった申立期間の保険料を納付しなかったとは考え難い。 

また、申立期間は４か月と短期間であり、申立人は申立期間を除く国民年金

被保険者期間の保険料について全て納付している。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



茨城国民年金 事案 1316 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年９月から 37年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年９月から 37年３月まで 

私の父が申立期間の国民年金保険料を納付し、国民年金手帳に領収印も押

されているが、ねんきん特別便では保険料の納付事実が確認できなかった。 

このことについて、社会保険事務所（当時）に問い合わせたところ、平成

21 年４月になって、申立期間については、国民年金保険料の納付事実が確

認できるものの、国民年金被保険者資格が無いことを理由に、保険料を還付

するとの回答を得た。 

このため、申立期間の国民年金保険料が還付され、保険料を納付していな

い記録となることには納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する年金手帳により、申立人は、昭和 35年 10月１日に国民年

金被保険者資格を取得し、申立期間の保険料について、現年度納付していたこ

とが確認できる。 

また、申立人は、昭和 36 年９月＊日にＡ共済組合員（当時）であった者と

婚姻したことにより、同日付けで国民年金被保険者資格を喪失していることが

確認できるものの、申立人は、昭和 36 年度の保険料を納期限内に定期的に納

付しているが 37年度以降納付が途切れていること、及び申立期間の保険料は、

当該資格喪失処理に伴い速やかに還付の手続を行うべきところ、オンライン記

録によれば、平成 21 年４月３日まで還付の手続が行われた事実は確認できな

いことから、申立人の父が申立人の国民年金被保険者資格の喪失の届出を 37

年４月に行った可能性を否定できない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



茨城厚生年金 事案 1711 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間について、事業主が社会保険事務所(当時)に届け出た標準報酬月

額は、申立人が主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立

期間のうち、昭和 43 年 10月から 45年７月までに係る標準報酬月額を３万円、

同年８月から 46年７月までに係る標準報酬月額を４万 8,000円とすることが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年 10月１日から 46年８月１日まで 

ねんきん特別便を確認したところ、Ａ社に勤務していた期間のうち、昭

和 43 年 10 月１日から 46 年８月１日までの期間における標準報酬月額が

私の所持している給与明細書における支給額と大きく相違していることが

判明した。 

申立期間について、厚生年金保険の標準報酬月額の記録を厚生年金保険

料の控除額に見合う額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出されたＡ社の給与明細書により、申立期間のうち、昭和 45

年６月から 46 年７月までの期間における給与総支給額及び厚生年金保険料控

除額は、それぞれオンライン記録における標準報酬月額より高い標準報酬月

額に見合う金額であることが確認できる。 

また、Ａ社に照会したところ、申立人から提出された給与明細書は、当時、

Ａ社で発行されたものに間違いない旨の回答が得られた。 

さらに、Ｂ年金基金に照会したところ、「基金掛金情報」(写)が提出され、

昭和 43 年 10 月から 45 年７月までの標準報酬月額は３万円、同年８月から

46 年７月までの標準報酬月額は４万 8,000 円であることが確認できるほか、

当時の社会保険事務所への届出書は複写式で行っていた旨の回答が得られた。 

これらを総合的に判断すると、事業主が社会保険事務所に届け出た標準報

酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額であったと認められることから、

申立人の昭和 43年 10 月から 45年７月までに係る標準報酬月額の記録を３万

円に、同年８月から 46年７月までに係る標準報酬月額を４万 8,000円とする

ことが必要である。 



茨城厚生年金 事案 1712 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる被保険者期間とならない期間と

記録されているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、63 万 9,000 円とすることが必

要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年 12月 19日 

Ａ社から、平成 15 年 12 月に支給された賞与に係る届出について、同社

が社会保険事務所（当時）に提出していなかったため、当該賞与に係る記

録が反映されていない旨の連絡を受けた。会社から提出された賞与明細一

覧表から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていたことは間違いな

いので、年金記録に追加してほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与支給控除一覧表により、申立人は、申立期間にお

いて、63 万 9,000 円の標準賞与額に相当する賞与を支給され、それに見合う

厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが確認できる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賞与支給控除一覧表におい

て確認できる保険料控除額から、63万 9,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めた上で、当該

保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 23 年８月１日に申立期

間に係る賞与支払届を年金事務所へ提出していることから、社会保険事務所

は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行って

おらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 



茨城厚生年金 事案 1713 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる被保険者期間とならない期間と

記録されているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、103 万 8,000 円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年 12月 19日 

Ａ社から、平成 15 年 12 月に支給された賞与に係る届出について、同社

が社会保険事務所（当時）に提出していなかったため、当該賞与に係る記

録が反映されていない旨の連絡を受けた。会社から提出された賞与明細一

覧表から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていたことは間違いな

いので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与支給控除一覧表により、申立人は、申立期間にお

いて、103 万 8,000 円の標準賞与額に相当する賞与を支給され、それに見合

う厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが確認できる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賞与支給控除一覧表におい

て確認できる保険料控除額から、103万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めた上で、当該

保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 23 年８月１日に申立期

間に係る賞与支払届を年金事務所へ提出していることから、社会保険事務所

は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行って

おらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 



茨城厚生年金 事案 1714 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる被保険者期間とならない

期間と記録されているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、７万 3,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15 年 12 月 19 日 

Ａ社から、平成 15 年 12 月に支給された賞与に係る届出について、同

社が社会保険事務所（当時）に提出していなかったため、当該賞与に係

る記録が反映されていない旨の連絡を受けた。会社から提出された賞与

明細一覧表から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていたことは

間違いないので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与支給控除一覧表により、申立人は、申立期間に

おいて、７万 3,000 円の標準賞与額に相当する賞与を支給され、それに見

合う厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが確認で

きる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賞与支給控除一覧表にお

いて確認できる保険料控除額から、７万 3,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めた上で、

当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 23 年８月１日



に申立期間に係る賞与支払届を年金事務所へ提出していることから、社会

保険事務所は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について納入の

告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 1715 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる被保険者期間とならない

期間と記録されているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、46 万円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15 年 12 月 19 日 

Ａ社から、平成 15 年 12 月に支給された賞与に係る届出について、同

社が社会保険事務所（当時）に提出していなかったため、当該賞与に係

る記録が反映されていない旨の連絡を受けた。会社から提出された賞与

明細一覧表から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていたことは

間違いないので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与支給控除一覧表により、申立人は、申立期間に

おいて、46 万円の標準賞与額に相当する賞与を支給され、それに見合う

厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが確認できる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賞与支給控除一覧表にお

いて確認できる保険料控除額から、46 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めた上で、

当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 23 年８月１日

に申立期間に係る賞与支払届を年金事務所へ提出していることから、社会



保険事務所は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について納入の

告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 1716 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる被保険者期間とならない

期間と記録されているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、35 万 5,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15 年 12 月 19 日 

Ａ社から、平成 15 年 12 月に支給された賞与に係る届出について、同

社が社会保険事務所（当時）に提出していなかったため、当該賞与に係

る記録が反映されていない旨の連絡を受けた。会社から提出された賞与

明細一覧表から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていたことは

間違いないので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与支給控除一覧表により、申立人は、申立期間に

おいて、35 万 5,000 円の標準賞与額に相当する賞与を支給され、それに

見合う厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが確認

できる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賞与支給控除一覧表にお

いて確認できる保険料控除額から、35 万 5,000 円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めた上で、



当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 23 年８月１日

に申立期間に係る賞与支払届を年金事務所へ提出していることから、社会

保険事務所は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について納入の

告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 1717 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、20 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、20万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め

ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1718 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、49 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、49万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め



ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1719 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、55 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、55万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め



ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1720 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、18 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、18万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め



ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1721 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、27 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、27万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め



ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1722 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、48 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、48万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め



ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1723 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、18 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、18万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め



ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1724 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、27 万 5,000 円に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、27 万 5,000 円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい



ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め

ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1725 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、21 万 5,000 円に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、21 万 5,000 円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい



ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め

ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1726 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、30 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、30万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め



ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1727 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、39 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、39万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め



ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1728 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、22 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、22万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め



ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1729 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、30 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、30万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め



ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1730 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、27 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、27万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め



ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1731 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、16 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、16万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め



ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1732 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、38 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、38万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め



ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1733 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、26 万 5,000 円に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、26 万 5,000 円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい



ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め

ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1734 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、31 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、31万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め



ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1735 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、28 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、28万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め



ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1736 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、53 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、53万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め



ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1737 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、45 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、45万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め



ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1738 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、39 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、39万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め



ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1739 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、27 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、27万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め



ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1740 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、27 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、27万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め



ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1741 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、27 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、27万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め



ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1742 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、28 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、28万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め



ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1743 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、25 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、25万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め



ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1744 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、21 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、21万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め



ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1745 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、16 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 55年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、16万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め



ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1746 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、28 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、28万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め



ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1747 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、16 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 56年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、16万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め



ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1748 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、15 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、15万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め



ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1749 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、21 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、21万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め



ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1750 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、25 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、25万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め



ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1751 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、24 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、24万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め



ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1752 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、17 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、17万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め



ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1753 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、26 万 5,000 円に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、26 万 5,000 円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい



ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め

ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1754 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、26 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、26万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め



ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1755 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、26 万 5,000 円に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、26 万 5,000 円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい



ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め

ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1756 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、16 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 56年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が賞与支給

額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料に記載された

とおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保険料を控除さ

れていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録上の標準賞与額を超える賞与額が支給されている

ことが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、16万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していなかった旨を認め



ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 1757 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年６月 25

日については 77 万円、同年 12 月 10 日については 68 万 4,000 円、16 年６月

25 日については 72 万 7,000 円、同年 12 月 10 日については 79 万 8,000 円、

17 年６月 24 日については 74 万 3,000 円、同年 12 月９日については 82 万

9,000円、18年６月 23日については 83万 1,000円、同年 12月８日について

は 91 万 7,000 円、19 年６月 25 日については 84 万円に訂正することが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年６月 25日 

             ② 平成 15年 12月 10日 

             ③ 平成 16年６月 25日 

             ④ 平成 16年 12月 10日 

             ⑤ 平成 17年６月 24日 

             ⑥ 平成 17年 12月９日 

             ⑦ 平成 18年６月 23日 

             ⑧ 平成 18年 12月８日 

             ⑨ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 



第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 15 年６月 25日については 77万円、

同年 12 月 10 日については 68 万 4,000 円、16 年６月 25 日については 72 万

7,000 円、同年 12 月 10 日については 79 万 8,000 円、17 年６月 24 日につい

ては 74 万 3,000 円、同年 12 月９日については 82 万 9,000 円、18 年６月 23

日については 83 万 1,000 円、同年 12 月８日については 91 万 7,000 円、19

年６月 25日については 84万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1758 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 16 年６月 25

日については 69 万 7,000 円、同年 12 月 10 日については 76 万 5,000 円、17

年６月 24 日については 71 万 5,000 円、同年 12 月９日については 78 万円、

18 年６月 23 日については 79 万 4,000 円、同年 12 月８日については 86 万

9,000 円、19 年６月 25 日については 79 万 8,000 円に訂正することが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年６月 25日 

             ② 平成 16年 12月 10日 

             ③ 平成 17年６月 24日 

             ④ 平成 17年 12月９日 

             ⑤ 平成 18年６月 23日 

             ⑥ 平成 18年 12月８日 

             ⑦ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で



きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 16 年６月 25 日については 69 万

7,000 円、同年 12 月 10 日については 76 万 5,000 円、17 年６月 24 日につい

ては 71 万 5,000 円、同年 12 月９日については 78 万円、18 年６月 23 日につ

いては 79 万 4,000 円、同年 12 月８日については 86 万 9,000 円、19 年６月

25日については 79万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1759 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 18 年６月 23

日については 57 万 5,000 円、同年 12 月８日については 62 万 8,000 円、19

年６月 25日については 57万 5,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18年６月 23日 

             ② 平成 18年 12月８日 

             ③ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 18 年６月 23 日については 57 万

5,000円、同年 12月８日については 62万 8,000円、19年６月 25日について

は 57万 5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい



ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1760 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 18 年６月 23

日については 64 万 8,000 円、同年 12 月８日については 70 万 9,000 円、19

年６月 25日については 65万 8,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18年６月 23日 

             ② 平成 18年 12月８日 

             ③ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 18 年６月 23 日については 64 万

8,000円、同年 12月８日については 70万 9,000円、19年６月 25日について

は 65万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい



ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1761 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年６月 25

日については 50 万 9,000 円、同年 12 月 10 日については 46 万 8,000 円、16

年６月 25 日については 48 万 7,000 円、同年 12 月 10 日については 55 万

2,000 円、17 年６月 24 日については 52 万円、同年 12 月９日については 58

万 4,000 円、18 年６月 23 日については 54 万 5,000 円、同年 12 月８日につ

いては 59 万 8,000 円、19 年６月 25 日については 63 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

    住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年６月 25日 

             ② 平成 15年 12月 10日 

             ③ 平成 16年６月 25日 

             ④ 平成 16年 12月 10日 

             ⑤ 平成 17年６月 24日 

             ⑥ 平成 17年 12月９日 

             ⑦ 平成 18年６月 23日 

             ⑧ 平成 18年 12月８日 

             ⑨ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 



第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 15 年６月 25 日については 50 万

9,000 円、同年 12 月 10 日については 46 万 8,000 円、16 年６月 25 日につい

ては 48万 7,000円、同年 12月 10日については 55万 2,000円、17年６月 24

日については 52 万円、同年 12 月９日については 58 万 4,000 円、18 年６月

23 日については 54 万 5,000 円、同年 12 月８日については 59 万 8,000 円、

19年６月 25日については 63万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1762 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 18 年６月 23

日については 54 万 5,000 円、同年 12 月８日については 59 万 7,000 円、19

年６月 25日については 55万 2,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18年６月 23日 

             ② 平成 18年 12月８日 

             ③ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 18 年６月 23 日については 54 万

5,000円、同年 12月８日については 59万 7,000円、19年６月 25日について

は 55万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい



ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1763 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年６月 25

日については 47 万 1,000 円、同年 12 月 10 日については 41 万 9,000 円、16

年６月 25 日については 44 万 6,000 円、同年 12 月 10 日については 48 万

8,000円、17年６月 24日については 48万 5,000円、同年 12月９日について

は 52 万 8,000 円、18 年６月 23 日については 50 万 5,000 円、同年 12 月８日

については 55 万 2,000 円、19 年６月 25 日については 51 万 2,000 円に訂正

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年６月 25日 

             ② 平成 15年 12月 10日 

             ③ 平成 16年６月 25日 

             ④ 平成 16年 12月 10日 

             ⑤ 平成 17年６月 24日 

             ⑥ 平成 17年 12月９日 

             ⑦ 平成 18年６月 23日 

             ⑧ 平成 18年 12月８日 

             ⑨ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 



第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 15 年６月 25 日については 47 万

1,000 円、同年 12 月 10 日については 41 万 9,000 円、16 年６月 25 日につい

ては 44万 6,000円、同年 12月 10日については 48万 8,000円、17年６月 24

日については 48 万 5,000 円、同年 12 月９日については 52 万 8,000 円、18

年６月 23 日については 50 万 5,000 円、同年 12 月８日については 55 万

2,000 円、19 年６月 25 日については 51 万 2,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1764 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 18 年６月 23

日については 43 万 1,000 円、同年 12 月８日については 47 万 1,000 円、19

年６月 25日については 45万 1,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18年６月 23日 

             ② 平成 18年 12月８日 

             ③ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 18 年６月 23 日については 43 万

1,000円、同年 12月８日については 47万 1,000円、19年６月 25日について

は 45万 1,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい



ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1765 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 18 年６月 23

日については 43 万 9,000 円、同年 12 月８日については 48 万円、19 年６月

25日については 44万 4,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18年６月 23日 

             ② 平成 18年 12月８日 

             ③ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 18 年６月 23 日については 43 万

9,000 円、同年 12 月８日については 48 万円、19 年６月 25 日については 44

万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい



ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1766 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 18 年６月 23

日については 38 万 2,000 円、同年 12 月８日については 43 万 4,000 円、19

年６月 25日については 40万 3,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18年６月 23日 

             ② 平成 18年 12月８日 

             ③ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 18 年６月 23 日については 38 万

2,000円、同年 12月８日については 43万 4,000円、19年６月 25日について

は 40万 3,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい



ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1767 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 16 年６月 25

日については 12 万 9,000 円、同年 12 月 10 日については 41 万 1,000 円、17

年６月 24 日については 39 万円、同年 12 月９日については 42 万 5,000 円、

18 年６月 23 日については 40 万 6,000 円、同年 12 月８日については 44 万

4,000 円、19 年６月 25 日については 41 万 2,000 円に訂正することが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年６月 25日 

             ② 平成 16年 12月 10日 

             ③ 平成 17年６月 24日 

             ④ 平成 17年 12月９日 

             ⑤ 平成 18年６月 23日 

             ⑥ 平成 18年 12月８日 

             ⑦ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で



きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 16 年６月 25 日については 12 万

9,000 円、同年 12 月 10 日については 41 万 1,000 円、17 年６月 24 日につい

ては 39 万円、同年 12 月９日については 42 万 5,000 円、18 年６月 23 日につ

いては 40 万 6,000 円、同年 12 月８日については 44 万 4,000 円、19 年６月

25日については 41万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1768 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年６月 25

日については 35 万 1,000 円、同年 12 月 10 日については 31 万 4,000 円、16

年６月 25 日については 35 万 2,000 円、同年 12 月 10 日については 38 万

6,000 円、17 年６月 24 日については 39 万円、同年 12 月９日については 42

万 5,000 円、18 年６月 23 日については 40 万 6,000 円、同年 12 月８日につ

いては 44 万 4,000 円、19 年６月 25 日については 41 万 2,000 円に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年６月 25日 

             ② 平成 15年 12月 10日 

             ③ 平成 16年６月 25日 

             ④ 平成 16年 12月 10日 

             ⑤ 平成 17年６月 24日 

             ⑥ 平成 17年 12月９日 

             ⑦ 平成 18年６月 23日 

             ⑧ 平成 18年 12月８日 

             ⑨ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 



第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 15 年６月 25 日については 35 万

1,000 円、同年 12 月 10 日については 31 万 4,000 円、16 年６月 25 日につい

ては 35万 2,000円、同年 12月 10日については 38万 6,000円、17年６月 24

日については 39 万円、同年 12 月９日については 42 万 5,000 円、18 年６月

23 日については 40 万 6,000 円、同年 12 月８日については 44 万 4,000 円、

19年６月 25日については 41万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1769 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 18 年６月 23

日については 42 万円、同年 12 月８日については 45 万 9,000 円、19 年６月

25日については 42万 6,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18年６月 23日 

             ② 平成 18年 12月８日 

             ③ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 18 年６月 23日については 42万円、

同年 12 月８日については 45 万 9,000 円、19 年６月 25 日については 42 万

6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい



ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1770 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 16 年６月 25

日については４万 2,000 円、同年 12 月 10 日については８万 4,000 円、17 年

６月 24 日については 11 万 2,000 円、同年 12 月９日については 37 万円、18

年６月 23 日については 36 万 4,000 円、同年 12 月８日については 39 万

8,000 円、19 年６月 25 日については 37 万 2,000 円に訂正することが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 56年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年６月 25日 

             ② 平成 16年 12月 10日 

             ③ 平成 17年６月 24日 

             ④ 平成 17年 12月９日 

             ⑤ 平成 18年６月 23日 

             ⑥ 平成 18年 12月８日 

             ⑦ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で



きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 16 年６月 25 日については４万

2,000円、同年 12月 10日については８万 4,000円、17年６月 24 日について

は 11 万 2,000 円、同年 12 月９日については 37 万円、18 年６月 23 日につい

ては 36 万 4,000 円、同年 12 月８日については 39 万 8,000 円、19 年６月 25

日については 37万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1771 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年６月 25

日については 49 万 8,000 円、同年 12 月 10 日については 44 万 9,000 円、16

年６月 25 日については 46 万 6,000 円、同年 12 月 10 日については 51 万

5,000円、17年６月 24日については 47万 1,000円、同年 12月９日について

は 51 万 7,000 円、18 年６月 23 日については 48 万 3,000 円、同年 12 月８日

については 52 万 8,000 円、19 年６月 25 日については 48 万 5,000 円に訂正

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年６月 25日 

             ② 平成 15年 12月 10日 

             ③ 平成 16年６月 25日 

             ④ 平成 16年 12月 10日 

             ⑤ 平成 17年６月 24日 

             ⑥ 平成 17年 12月９日 

             ⑦ 平成 18年６月 23日 

             ⑧ 平成 18年 12月８日 

             ⑨ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 



第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 15 年６月 25 日については 49 万

8,000 円、同年 12 月 10 日については 44 万 9,000 円、16 年６月 25 日につい

ては 46万 6,000円、同年 12月 10日については 51万 5,000円、17年６月 24

日については 47 万 1,000 円、同年 12 月９日については 51 万 7,000 円、18

年６月 23 日については 48 万 3,000 円、同年 12 月８日については 52 万

8,000 円、19 年６月 25 日については 48 万 5,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1772 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年６月 25

日については 43 万 7,000 円、同年 12 月 10 日については 39 万 1,000 円、16

年６月 25 日については 41 万 5,000 円、同年 12 月 10 日については 45 万

5,000円、17年６月 24日については 42万 3,000円、同年 12月９日について

は 46 万 1,000 円、18 年６月 23 日については 43 万 6,000 円、同年 12 月８日

については 47 万 7,000 円、19 年６月 25 日については 43 万 9,000 円に訂正

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年６月 25日 

             ② 平成 15年 12月 10日 

             ③ 平成 16年６月 25日 

             ④ 平成 16年 12月 10日 

             ⑤ 平成 17年６月 24日 

             ⑥ 平成 17年 12月９日 

             ⑦ 平成 18年６月 23日 

             ⑧ 平成 18年 12月８日 

             ⑨ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 



第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 15 年６月 25 日については 43 万

7,000 円、同年 12 月 10 日については 39 万 1,000 円、16 年６月 25 日につい

ては 41万 5,000円、同年 12月 10日については 45万 5,000円、17年６月 24

日については 42 万 3,000 円、同年 12 月９日については 46 万 1,000 円、18

年６月 23 日については 43 万 6,000 円、同年 12 月８日については 47 万

7,000 円、19 年６月 25 日については 43 万 9,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1773 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年６月 25

日については 52 万 3,000 円、同年 12 月 10 日については 46 万 9,000 円、16

年６月 25 日については 48 万 8,000 円、同年 12 月 10 日については 53 万

9,000円、17年６月 24日については 49万 2,000円、同年 12月９日について

は 53 万 9,000 円、18 年６月 23 日については 50 万円、同年 12 月８日につい

ては 54 万 6,000 円、19 年６月 25 日については 50 万 1,000 円に訂正するこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年６月 25日 

             ② 平成 15年 12月 10日 

             ③ 平成 16年６月 25日 

             ④ 平成 16年 12月 10日 

             ⑤ 平成 17年６月 24日 

             ⑥ 平成 17年 12月９日 

             ⑦ 平成 18年６月 23日 

             ⑧ 平成 18年 12月８日 

             ⑨ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 



第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 15 年６月 25 日については 52 万

3,000 円、同年 12 月 10 日については 46 万 9,000 円、16 年６月 25 日につい

ては 48万 8,000円、同年 12月 10日については 53万 9,000円、17年６月 24

日については 49 万 2,000 円、同年 12 月９日については 53 万 9,000 円、18

年６月 23 日については 50 万円、同年 12 月８日については 54 万 6,000 円、

19年６月 25日については 50万 1,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1774 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年６月 25

日については 45 万 7,000 円、同年 12 月 10 日については 40 万 7,000 円、16

年６月 25 日については 43 万 1,000 円、同年 12 月 10 日については 47 万

2,000円、17年６月 24日については 43万 7,000円、同年 12月９日について

は 47 万 6,000 円、18 年６月 23 日については 44 万 7,000 円、同年 12 月８日

については 48 万 9,000 円、19 年６月 25 日については 45 万円に訂正するこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年６月 25日 

             ② 平成 15年 12月 10日 

             ③ 平成 16年６月 25日 

             ④ 平成 16年 12月 10日 

             ⑤ 平成 17年６月 24日 

             ⑥ 平成 17年 12月９日 

             ⑦ 平成 18年６月 23日 

             ⑧ 平成 18年 12月８日 

             ⑨ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 



第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 15 年６月 25 日については 45 万

7,000 円、同年 12 月 10 日については 40 万 7,000 円、16 年６月 25 日につい

ては 43万 1,000円、同年 12月 10日については 47万 2,000円、17年６月 24

日については 43 万 7,000 円、同年 12 月９日については 47 万 6,000 円、18

年６月 23 日については 44 万 7,000 円、同年 12 月８日については 48 万

9,000円、19年６月 25日については 45万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1775 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年６月 25

日については 42 万 7,000 円、同年 12 月 10 日については 38 万 2,000 円、16

年６月 25 日については 40 万 6,000 円、同年 12 月 10 日については 44 万

4,000円、17年６月 24日については 41万 5,000円、同年 12月９日について

は 45 万 2,000 円、18 年６月 23 日については 45 万 3,000 円、同年 12 月８日

については 49 万 7,000 円、19 年６月 25 日については 45 万 8,000 円に訂正

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年６月 25日 

             ② 平成 15年 12月 10日 

             ③ 平成 16年６月 25日 

             ④ 平成 16年 12月 10日 

             ⑤ 平成 17年６月 24日 

             ⑥ 平成 17年 12月９日 

             ⑦ 平成 18年６月 23日 

             ⑧ 平成 18年 12月８日 

             ⑨ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 



第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 15 年６月 25 日については 42 万

7,000 円、同年 12 月 10 日については 38 万 2,000 円、16 年６月 25 日につい

ては 40万 6,000円、同年 12月 10日については 44万 4,000円、17年６月 24

日については 41 万 5,000 円、同年 12 月９日については 45 万 2,000 円、18

年６月 23 日については 45 万 3,000 円、同年 12 月８日については 49 万

7,000 円、19 年６月 25 日については 45 万 8,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1776 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年６月 25

日については 55 万 7,000 円、同年 12 月 10 日については 50 万 3,000 円、16

年６月 25 日については 52 万 4,000 円、同年 12 月 10 日については 58 万

2,000円、17年６月 24日については 53万 2,000円、同年 12月９日について

は 58 万 6,000 円、18 年６月 23 日については 54 万 7,000 円、同年 12 月８日

については 59 万 8,000 円、19 年６月 25 日については 54 万 9,000 円に訂正

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年６月 25日 

             ② 平成 15年 12月 10日 

             ③ 平成 16年６月 25日 

             ④ 平成 16年 12月 10日 

             ⑤ 平成 17年６月 24日 

             ⑥ 平成 17年 12月９日 

             ⑦ 平成 18年６月 23日 

             ⑧ 平成 18年 12月８日 

             ⑨ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 



第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 15 年６月 25 日については 55 万

7,000 円、同年 12 月 10 日については 50 万 3,000 円、16 年６月 25 日につい

ては 52万 4,000円、同年 12月 10日については 58万 2,000円、17年６月 24

日については 53 万 2,000 円、同年 12 月９日については 58 万 6,000 円、18

年６月 23 日については 54 万 7,000 円、同年 12 月８日については 59 万

8,000 円、19 年６月 25 日については 54 万 9,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1777 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年６月 25

日については 51 万 3,000 円、同年 12 月 10 日については 45 万 7,000 円、16

年６月 25日については 48万円、同年 12 月 10日については 52 万 5,000円、

17 年６月 24 日については 48 万 4,000 円、同年 12 月９日については 52 万

7,000円、18年６月 23日については 49万 3,000円、同年 12月８日について

は 53 万 9,000 円、19 年６月 25 日については 49 万 5,000 円に訂正すること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年６月 25日 

             ② 平成 15年 12月 10日 

             ③ 平成 16年６月 25日 

             ④ 平成 16年 12月 10日 

             ⑤ 平成 17年６月 24日 

             ⑥ 平成 17年 12月９日 

             ⑦ 平成 18年６月 23日 

             ⑧ 平成 18年 12月８日 

             ⑨ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 



第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 15 年６月 25 日については 51 万

3,000 円、同年 12 月 10 日については 45 万 7,000 円、16 年６月 25 日につい

ては 48 万円、同年 12 月 10 日については 52 万 5,000 円、17 年６月 24 日に

ついては 48 万 4,000 円、同年 12 月９日については 52 万 7,000 円、18 年６

月 23 日については 49 万 3,000 円、同年 12 月８日については 53 万 9,000 円、

19年６月 25日については 49万 5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1778 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年６月 25

日については 48 万 6,000 円、同年 12 月 10 日については 43 万 2,000 円、16

年６月 25 日については 45 万 6,000 円、同年 12 月 10 日については 49 万

9,000円、17年６月 24日については 46万 1,000円、同年 12月９日について

は 50 万 2,000 円、18 年６月 23 日については 47 万 1,000 円、同年 12 月８日

については 51 万 5,000 円、19 年６月 25 日については 47 万 3,000 円に訂正

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年６月 25日 

             ② 平成 15年 12月 10日 

             ③ 平成 16年６月 25日 

             ④ 平成 16年 12月 10日 

             ⑤ 平成 17年６月 24日 

             ⑥ 平成 17年 12月９日 

             ⑦ 平成 18年６月 23日 

             ⑧ 平成 18年 12月８日 

             ⑨ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 



第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 15 年６月 25 日については 48 万

6,000 円、同年 12 月 10 日については 43 万 2,000 円、16 年６月 25 日につい

ては 45万 6,000円、同年 12月 10日については 49万 9,000円、17年６月 24

日については 46 万 1,000 円、同年 12 月９日については 50 万 2,000 円、18

年６月 23 日については 47 万 1,000 円、同年 12 月８日については 51 万

5,000 円、19 年６月 25 日については 47 万 3,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1779 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年６月 25

日については７万 4,000 円、同年 12 月 10 日については 11 万 9,000 円、16

年６月 25 日については 40 万 6,000 円、同年 12 月 10 日については 45 万

5,000円、17年６月 24日については 41万 5,000円、同年 12月９日について

は 46 万 1,000 円、18 年６月 23 日については 43 万 1,000 円、同年 12 月８日

については 47 万 1,000 円、19 年６月 25 日については 43 万 5,000 円に訂正

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年６月 25日 

             ② 平成 15年 12月 10日 

             ③ 平成 16年６月 25日 

             ④ 平成 16年 12月 10日 

             ⑤ 平成 17年６月 24日 

             ⑥ 平成 17年 12月９日 

             ⑦ 平成 18年６月 23日 

             ⑧ 平成 18年 12月８日 

             ⑨ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 



第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 15 年６月 25 日については７万

4,000 円、同年 12 月 10 日については 11 万 9,000 円、16 年６月 25 日につい

ては 40万 6,000円、同年 12月 10日については 45万 5,000円、17年６月 24

日については 41 万 5,000 円、同年 12 月９日については 46 万 1,000 円、18

年６月 23 日については 43 万 1,000 円、同年 12 月８日については 47 万

1,000 円、19 年６月 25 日については 43 万 5,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1780 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 17 年６月 24

日については４万 4,000 円、同年 12 月９日については８万 9,000 円、18 年

６月 23 日については７万 4,000 円、同年 12 月８日については８万 9,000 円、

19年６月 25日については７万 4,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年６月 24日 

             ② 平成 17年 12月９日 

             ③ 平成 18年６月 23日 

             ④ 平成 18年 12月８日 

             ⑤ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 17 年６月 24 日については４万



4,000 円、同年 12 月９日については８万 9,000 円、18 年６月 23 日について

は７万 4,000 円、同年 12 月８日については８万 9,000 円、19 年６月 25 日に

ついては７万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1781 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 16 年 12 月 10

日については５万円、17 年６月 24 日については７万円、同年 12 月９日につ

いては８万 4,000 円、18 年６月 23 日については７万 4,000 円、同年 12 月８

日については８万 9,000 円、19 年６月 25 日については７万 4,000 円に訂正

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年 12月 10日 

             ② 平成 17年６月 24日 

             ③ 平成 17年 12月９日 

             ④ 平成 18年６月 23日 

             ⑤ 平成 18年 12月８日 

             ⑥ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 



また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 16 年 12月 10日については５万円、

17 年６月 24 日については７万円、同年 12 月９日については８万 4,000 円、

18 年６月 23 日については７万 4,000 円、同年 12 月８日については８万

9,000円、19年６月 25日については７万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1782 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年６月 25

日については７万円、16 年６月 25 日については７万円、同年 12 月 10 日に

ついては８万 4,000 円、17 年６月 24 日については７万円、同年 12 月９日に

ついては８万 4,000 円、18 年６月 23 日については７万 4,000 円、同年 12 月

８日については５万 3,000 円、19 年６月 25 日については７万 4,000 円に訂

正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年６月 25日 

             ② 平成 16年６月 25日 

             ③ 平成 16年 12月 10日 

             ④ 平成 17年６月 24日 

             ⑤ 平成 17年 12月９日 

             ⑥ 平成 18年６月 23日 

             ⑦ 平成 18年 12月８日 

             ⑧ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期



間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 15 年６月 25 日については７万円、

16 年６月 25 日については７万円、同年 12 月 10 日については８万 4,000 円、

17 年６月 24 日については７万円、同年 12 月９日については８万 4,000 円、

18 年６月 23 日については７万 4,000 円、同年 12 月８日については５万

3,000円、19年６月 25日については７万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1783 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年６月 25

日については７万円、同年 12月 10日については８万 4,000円、16年６月 25

日については７万円、同年 12月 10日については８万 4,000円、17年６月 24

日については７万 4,000 円、同年 12 月９日については８万 9,000 円、18 年

６月 23 日については７万 4,000 円、同年 12 月８日については８万 9,000 円、

19年６月 25日については７万 4,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年６月 25日 

             ② 平成 15年 12月 10日 

             ③ 平成 16年６月 25日 

             ④ 平成 16年 12月 10日 

             ⑤ 平成 17年６月 24日 

             ⑥ 平成 17年 12月９日 

             ⑦ 平成 18年６月 23日 

             ⑧ 平成 18年 12月８日 

             ⑨ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 



Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 15 年６月 25 日については７万円、

同年 12 月 10 日については８万 4,000 円、16 年６月 25 日については７万円、

同年 12 月 10 日については８万 4,000 円、17 年６月 24 日については７万

4,000 円、同年 12 月９日については８万 9,000 円、18 年６月 23 日について

は７万 4,000 円、同年 12 月８日については８万 9,000 円、19 年６月 25 日に

ついては７万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1784 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年 12 月 10

日については２万 5,000円、16年６月 25日については７万円、同年 12月 10

日については８万 4,000 円、17 年６月 24 日については７万円、同年 12 月９

日については８万 4,000 円、18 年６月 23 日については７万 4,000 円、同年

12 月８日については８万 9,000 円、19 年６月 25 日については７万 4,000 円

に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 10日 

             ② 平成 16年６月 25日 

             ③ 平成 16年 12月 10日 

             ④ 平成 17年６月 24日 

             ⑤ 平成 17年 12月９日 

             ⑥ 平成 18年６月 23日 

             ⑦ 平成 18年 12月８日 

             ⑧ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期



間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 15 年 12 月 10 日については２万

5,000円、16年６月 25日については７万円、同年 12月 10日については８万

4,000 円、17 年６月 24 日については７万円、同年 12 月９日については８万

4,000 円、18 年６月 23 日については７万 4,000 円、同年 12 月８日について

は８万 9,000 円、19 年６月 25 日については７万 4,000 円とすることが妥当

である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1785 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 18 年６月 23

日については９万円、同年 12月８日については 10万 8,000円、19年６月 25

日については９万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18年６月 23日 

             ② 平成 18年 12月８日 

             ③ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 18 年６月 23 日については９万円、

同年 12 月８日については 10 万 8,000 円、19 年６月 25 日については９万円

とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい



ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1786 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、２万 1,000 円に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が実際に支

給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料

に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保

険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認でき

るとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていることが

確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、２万 1,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認めてい

ることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づ

く保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1787 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、４万 2,000 円に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年６月 24日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が実際に支

給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料

に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保

険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認でき

るとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていることが

確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、４万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認めてい

ることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づ

く保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1788 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 18 年６月 23

日については９万 2,000円、同年 12月８日については 12万円、19年６月 25

日については 10万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18年６月 23日 

             ② 平成 18年 12月８日 

             ③ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 18 年６月 23 日については９万

2,000 円、同年 12 月８日については 12 万円、19 年６月 25 日については 10

万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい



ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1789 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 18 年６月 23

日については８万円、同年 12 月８日については 12 万円、19 年６月 25 日に

ついては 10万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18年６月 23日 

             ② 平成 18年 12月８日 

             ③ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 18 年６月 23 日については８万円、

同年 12 月８日については 12 万円、19 年６月 25 日については 10 万円とする

ことが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい



ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1790 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、両申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 18 年 12 月８日につ

いては７万 2,000 円、19 年６月 25 日については 10 万円に訂正することが必

要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18年 12月８日 

             ② 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における両申立期間の賞与の記録が実際に

支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資

料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金

保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、両申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 18 年 12 月８日については７万

2,000円、19年６月 25日については 10万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、両申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認めて

いることから、社会保険事務所（当時）は、両申立期間に係る標準賞与額に



基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1791 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、両申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 18 年 12 月８日につ

いては２万 7,000 円、19 年６月 25 日については７万 5,000 円に訂正するこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18年 12月８日 

             ② 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における両申立期間の賞与の記録が実際に

支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資

料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金

保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、両申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 18 年 12 月８日については２万

7,000円、19年６月 25日については７万 5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、両申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認めて

いることから、社会保険事務所（当時）は、両申立期間に係る標準賞与額に



基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1792 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、両申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 18 年 12 月８日につ

いては２万 7,000 円、19 年６月 25 日については７万 5,000 円に訂正するこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18年 12月８日 

             ② 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における両申立期間の賞与の記録が実際に

支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資

料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金

保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、両申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 18 年 12 月８日については２万

7,000円、19年６月 25日については７万 5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、両申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認めて

いることから、社会保険事務所（当時）は、両申立期間に係る標準賞与額に



基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1793 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、両申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 18 年 12 月８日につ

いては２万 7,000 円、19 年６月 25 日については７万 5,000 円に訂正するこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18年 12月８日 

             ② 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における両申立期間の賞与の記録が実際に

支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資

料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金

保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、両申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 18 年 12 月８日については２万

7,000円、19年６月 25日については７万 5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、両申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認めて

いることから、社会保険事務所（当時）は、両申立期間に係る標準賞与額に



基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1794 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 18 年６月 23

日については９万円、同年 12月８日については 10万 8,000円、19年６月 25

日については９万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18年６月 23日 

             ② 平成 18年 12月８日 

             ③ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 18 年６月 23 日については９万円、

同年 12 月８日については 10 万 8,000 円、19 年６月 25 日については９万円

とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい



ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1795 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年６月 25

日については 49 万 8,000 円、同年 12 月 10 日については 44 万 4,000 円、16

年６月 25日については 46万 6,000円、同年 12月 10日については 51万円、

17 年６月 24 日については 47 万 1,000 円、同年 12 月９日については 51 万

2,000 円、18 年６月 23 日については 48 万円、同年 12 月８日については 52

万 5,000 円、19 年６月 25 日については 48 万 3,000 円に訂正することが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年６月 25日 

             ② 平成 15年 12月 10日 

             ③ 平成 16年６月 25日 

             ④ 平成 16年 12月 10日 

             ⑤ 平成 17年６月 24日 

             ⑥ 平成 17年 12月９日 

             ⑦ 平成 18年６月 23日 

             ⑧ 平成 18年 12月８日 

             ⑨ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 



第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 15 年６月 25 日については 49 万

8,000 円、同年 12 月 10 日については 44 万 4,000 円、16 年６月 25 日につい

ては 46 万 6,000 円、同年 12 月 10 日については 51 万円、17 年６月 24 日に

ついては 47 万 1,000 円、同年 12 月９日については 51 万 2,000 円、18 年６

月 23 日については 48 万円、同年 12 月８日については 52 万 5,000 円、19 年

６月 25日については 48万 3,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1796 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、80 万 9,000 円に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が実際に支

給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料

に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保

険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認でき

るとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていることが

確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、80万 9,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認めてい

ることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づ

く保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1797 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、49 万 8,000 円に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が実際に支

給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料

に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保

険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認でき

るとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていることが

確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、49万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認めてい

ることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づ

く保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1798 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年６月 25

日については 50 万 6,000 円、同年 12 月 10 日については 45 万円、16 年６月

25 日については 47 万 4,000 円、同年 12 月 10 日については 52 万 1,000 円に

訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年６月 25日 

             ② 平成 15年 12月 10日 

             ③ 平成 16年６月 25日 

             ④ 平成 16年 12月 10日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 15 年６月 25 日については 50 万

6,000 円、同年 12 月 10 日については 45 万円、16 年６月 25 日については 47



万 4,000円、同年 12 月 10日については 52 万 1,000円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1799 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、７万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 54年生 

    住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が実際に支

給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料

に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保

険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認でき

るとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていることが

確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、７万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認めてい

ることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づ

く保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1800 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、両申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年６月 25 日につ

いては４万 2,000 円、同年 12 月 10 日については８万 4,000 円に訂正するこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年６月 25日 

             ② 平成 15年 12月 10日 

ねんきん定期便により、Ａ社における両申立期間の賞与の記録が実際に

支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資

料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金

保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、両申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 15 年６月 25 日については４万

2,000 円、同年 12 月 10 日については８万 4,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、両申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認めて

いることから、社会保険事務所（当時）は、両申立期間に係る標準賞与額に



基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1801 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、４万 4,000 円に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が実際に支

給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料

に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保

険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認でき

るとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていることが

確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、４万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認めてい

ることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づ

く保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1802 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年 12 月 10

日については２万 5,000円、16年６月 25日については７万円、同年 12月 10

日については８万 4,000 円、17 年６月 24 日については７万円に訂正するこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 10日 

             ② 平成 16年６月 25日 

             ③ 平成 16年 12月 10日 

             ④ 平成 17年６月 24日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 15 年 12 月 10 日については２万

5,000円、16年６月 25日については７万円、同年 12月 10日については８万



4,000円、17年６月 24日については７万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1803 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年 12 月 10

日については２万 5,000円、16年６月 25日については７万円、同年 12月 10

日については８万 4,000 円、17 年６月 24 日については７万円、同年 12 月９

日については８万 4,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 10日 

             ② 平成 16年６月 25日 

             ③ 平成 16年 12月 10日 

             ④ 平成 17年６月 24日 

             ⑤ 平成 17年 12月９日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 15 年 12 月 10 日については２万



5,000円、16年６月 25日については７万円、同年 12月 10日については８万

4,000 円、17 年６月 24 日については７万円、同年 12 月９日については８万

4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1804 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年６月 25

日については７万 7,000 円、同年 12 月 10 日については９万 3,000 円、16 年

６月 25日については７万 7,000円、同年 12月 10日については９万 3,000円、

17 年６月 24 日については７万 7,000 円、同年 12 月９日については９万

3,000円、18年６月 23日については９万 2,000円に訂正することが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年６月 25日 

             ② 平成 15年 12月 10日 

             ③ 平成 16年６月 25日 

             ④ 平成 16年 12月 10日 

             ⑤ 平成 17年６月 24日 

             ⑥ 平成 17年 12月９日 

             ⑦ 平成 18年６月 23日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で



きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 15 年６月 25 日については７万

7,000円、同年 12月 10日については９万 3,000円、16年６月 25 日について

は７万 7,000 円、同年 12 月 10 日については９万 3,000 円、17 年６月 24 日

については７万 7,000 円、同年 12 月９日については９万 3,000 円、18 年６

月 23日については９万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1805 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年６月 25

日については 36 万 2,000 円、同年 12 月 10 日については 33 万 3,000 円、16

年６月 25 日については 35 万 8,000 円、同年 12 月 10 日については 40 万

8,000円、17年６月 24日については 38万 6,000円、同年 12月９日について

は 43 万 7,000 円、18 年６月 23 日については 39 万 7,000 円、同年 12 月８日

については 43 万 4,000 円、19 年６月 25 日については 40 万 3,000 円に訂正

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年６月 25日 

             ② 平成 15年 12月 10日 

             ③ 平成 16年６月 25日 

             ④ 平成 16年 12月 10日 

             ⑤ 平成 17年６月 24日 

             ⑥ 平成 17年 12月９日 

             ⑦ 平成 18年６月 23日 

             ⑧ 平成 18年 12月８日 

             ⑨ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 



第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 15 年６月 25 日については 36 万

2,000 円、同年 12 月 10 日については 33 万 3,000 円、16 年６月 25 日につい

ては 35万 8,000円、同年 12月 10日については 40万 8,000円、17年６月 24

日については 38 万 6,000 円、同年 12 月９日については 43 万 7,000 円、18

年６月 23 日については 39 万 7,000 円、同年 12 月８日については 43 万

4,000 円、19 年６月 25 日については 40 万 3,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1806 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年６月 25

日については７万 4,000 円、16 年６月 25 日については４万 4,000 円、同年

12月 10日については８万 9,000円、17年６月 24日については７万 4,000円、

同年 12 月９日については８万 9,000 円、18 年６月 23 日については９万円、

同年 12 月８日については 10 万 8,000 円、19 年６月 25 日については９万円

に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年６月 25日 

             ② 平成 16年６月 25日 

             ③ 平成 16年 12月 10日 

             ④ 平成 17年６月 24日 

             ⑤ 平成 17年 12月９日 

             ⑥ 平成 18年６月 23日 

             ⑦ 平成 18年 12月８日 

             ⑧ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期



間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 15 年６月 25 日については７万

4,000円、16年６月 25日については４万 4,000円、同年 12月 10 日について

は８万 9,000 円、17 年６月 24 日については７万 4,000 円、同年 12 月９日に

ついては８万 9,000 円、18 年６月 23 日については９万円、同年 12 月８日に

ついては 10 万 8,000 円、19 年６月 25 日については９万円とすることが妥当

である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1807 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 16 年６月 25

日については４万 2,000 円、同年 12 月 10 日については８万 4,000 円、17 年

６月 24 日については７万円、同年 12 月９日については８万 4,000 円、18 年

６月 23 日については９万円、同年 12 月８日については 10 万 8,000 円、19

年６月 25日については９万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年６月 25日 

             ② 平成 16年 12月 10日 

             ③ 平成 17年６月 24日 

             ④ 平成 17年 12月９日 

             ⑤ 平成 18年６月 23日 

             ⑥ 平成 18年 12月８日 

             ⑦ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること



が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 16 年６月 25 日については４万

2,000円、同年 12月 10日については８万 4,000円、17年６月 24 日について

は７万円、同年 12 月９日については８万 4,000 円、18 年６月 23 日について

は９万円、同年 12 月８日については 10 万 8,000 円、19 年６月 25 日につい

ては９万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1808 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年６月 25

日については７万 4,000 円、同年 12 月 10 日については８万 9,000 円、16 年

６月 25日については７万 4,000円、同年 12月 10日については８万 9,000円、

17 年６月 24 日については７万 4,000 円、同年 12 月９日については８万

9,000円、18年６月 23日については９万円、同年 12月８日については 10万

8,000円、19年６月 25日については９万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年６月 25日 

             ② 平成 15年 12月 10日 

             ③ 平成 16年６月 25日 

             ④ 平成 16年 12月 10日 

             ⑤ 平成 17年６月 24日 

             ⑥ 平成 17年 12月９日 

             ⑦ 平成 18年６月 23日 

             ⑧ 平成 18年 12月８日 

             ⑨ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 



Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 15 年６月 25 日については７万

4,000円、同年 12月 10日については８万 9,000円、16年６月 25 日について

は７万 4,000 円、同年 12 月 10 日については８万 9,000 円、17 年６月 24 日

については７万 4,000 円、同年 12 月９日については８万 9,000 円、18 年６

月 23 日については９万円、同年 12 月８日については 10 万 8,000 円、19 年

６月 25日については９万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1809 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年６月 25

日については４万 4,000 円、同年 12 月 10 日については８万 9,000 円、16 年

６月 25日については７万 4,000円、同年 12月 10日については８万 9,000円、

17 年６月 24 日については７万 4,000 円、同年 12 月９日については８万

9,000 円、18 年６月 23 日については７万 4,000 円、同年 12 月８日について

は８万 9,000 円、19 年６月 25 日については７万 4,000 円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年６月 25日 

             ② 平成 15年 12月 10日 

             ③ 平成 16年６月 25日 

             ④ 平成 16年 12月 10日 

             ⑤ 平成 17年６月 24日 

             ⑥ 平成 17年 12月９日 

             ⑦ 平成 18年６月 23日 

             ⑧ 平成 18年 12月８日 

             ⑨ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 



第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 15 年６月 25 日については４万

4,000円、同年 12月 10日については８万 9,000円、16年６月 25 日について

は７万 4,000 円、同年 12 月 10 日については８万 9,000 円、17 年６月 24 日

については７万 4,000 円、同年 12 月９日については８万 9,000 円、18 年６

月 23 日については７万 4,000 円、同年 12 月８日については８万 9,000 円、

19年６月 25日については７万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1810 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年６月 25

日については 49 万 8,000 円、同年 12 月 10 日については 44 万 9,000 円、16

年６月 25 日については 46 万 6,000 円、同年 12 月 10 日については 51 万

5,000円、17年６月 24日については 47万 1,000円、同年 12月９日について

は 51 万 7,000 円、18 年６月 23 日については 48 万 3,000 円、同年 12 月８日

については 52 万 8,000 円、19 年６月 25 日については 48 万 3,000 円に訂正

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年６月 25日 

             ② 平成 15年 12月 10日 

             ③ 平成 16年６月 25日 

             ④ 平成 16年 12月 10日 

             ⑤ 平成 17年６月 24日 

             ⑥ 平成 17年 12月９日 

             ⑦ 平成 18年６月 23日 

             ⑧ 平成 18年 12月８日 

             ⑨ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 



第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 15 年６月 25 日については 49 万

8,000 円、同年 12 月 10 日については 44 万 9,000 円、16 年６月 25 日につい

ては 46万 6,000円、同年 12月 10日については 51万 5,000円、17年６月 24

日については 47 万 1,000 円、同年 12 月９日については 51 万 7,000 円、18

年６月 23 日については 48 万 3,000 円、同年 12 月８日については 52 万

8,000 円、19 年６月 25 日については 48 万 3,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1811 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 18 年６月 23

日については 61 万 6,000 円、同年 12 月８日については 67 万 4,000 円、19

年６月 25日については 61万 6,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18年６月 23日 

             ② 平成 18年 12月８日 

             ③ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 18 年６月 23 日については 61 万

6,000円、同年 12月８日については 67万 4,000円、19年６月 25日について

は 61万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい



ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1812 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年６月 25

日については 43 万 7,000 円、同年 12 月 10 日については 39 万 1,000 円、16

年６月 25 日については 41 万 5,000 円、同年 12 月 10 日については 45 万

5,000円、17年６月 24日については 42万 3,000円、同年 12月９日について

は 46 万 1,000 円、18 年６月 23 日については 43 万 6,000 円、同年 12 月８日

については 47 万 7,000 円、19 年６月 25 日については 43 万 9,000 円に訂正

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年６月 25日 

             ② 平成 15年 12月 10日 

             ③ 平成 16年６月 25日 

             ④ 平成 16年 12月 10日 

             ⑤ 平成 17年６月 24日 

             ⑥ 平成 17年 12月９日 

             ⑦ 平成 18年６月 23日 

             ⑧ 平成 18年 12月８日 

             ⑨ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 



第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 15 年６月 25 日については 43 万

7,000 円、同年 12 月 10 日については 39 万 1,000 円、16 年６月 25 日につい

ては 41万 5,000円、同年 12月 10日については 45万 5,000円、17年６月 24

日については 42 万 3,000 円、同年 12 月９日については 46 万 1,000 円、18

年６月 23 日については 43 万 6,000 円、同年 12 月８日については 47 万

7,000 円、19 年６月 25 日については 43 万 9,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1813 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、両申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 18 年６月 23 日につ

いては７万 7,000円、同年 12月８日については９万 3,000円に訂正すること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18年６月 23日 

             ② 平成 18年 12月８日 

ねんきん定期便により、Ａ社における両申立期間の賞与の記録が実際に

支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資

料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金

保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、両申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 18 年６月 23 日については７万

7,000円、同年 12月８日については９万 3,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、両申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認めて

いることから、社会保険事務所（当時）は、両申立期間に係る標準賞与額に



基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1814 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年 12 月 10

日については２万 5,000円、16年６月 25日については７万円、同年 12月 10

日については８万 4,000 円、17 年６月 24 日については７万円、同年 12 月９

日については８万 4,000 円、18 年６月 23 日については７万 4,000 円、同年

12 月８日については８万 9,000 円、19 年６月 25 日については７万 4,000 円

に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 10日 

             ② 平成 16年６月 25日 

             ③ 平成 16年 12月 10日 

             ④ 平成 17年６月 24日 

             ⑤ 平成 17年 12月９日 

             ⑥ 平成 18年６月 23日 

             ⑦ 平成 18年 12月８日 

             ⑧ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期



間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 15 年 12 月 10 日については２万

5,000円、16年６月 25日については７万円、同年 12月 10日については８万

4,000 円、17 年６月 24 日については７万円、同年 12 月９日については８万

4,000 円、18 年６月 23 日については７万 4,000 円、同年 12 月８日について

は８万 9,000 円、19 年６月 25 日については７万 4,000 円とすることが妥当

である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1815 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、２万 3,000 円に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が実際に支

給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料

に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保

険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認でき

るとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていることが

確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、２万 3,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認めてい

ることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づ

く保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1816 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、両申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 18 年 12 月８日につ

いては２万 7,000 円、19 年６月 25 日については７万 5,000 円に訂正するこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18年 12月８日 

             ② 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における両申立期間の賞与の記録が実際に

支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資

料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金

保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、両申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 18 年 12 月８日については２万

7,000円、19年６月 25日については７万 5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、両申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認めて

いることから、社会保険事務所（当時）は、両申立期間に係る標準賞与額に



基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1817 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、２万 1,000 円に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における申立期間の賞与の記録が実際に支

給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出された資料

に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生年金保

険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、申立期間

において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認でき

るとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていることが

確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、２万 1,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認めてい

ることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づ

く保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1818 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 18 年６月 23

日については８万 8,000 円、同年 12 月８日については７万 9,000 円、19 年

６月 25日については６万 6,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18年６月 23日 

             ② 平成 18年 12月８日 

             ③ 平成 19年６月 25日 

ねんきん定期便により、Ａ社における全ての申立期間の賞与の記録が実

際に支給された賞与額と相違していることが判明した。Ａ社から提出され

た資料に記載されたとおりの賞与額を受け取り、当該賞与額に見合う厚生

年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「勤怠支給控除一覧表」により、申立人は、各申立期

間において、オンライン記録を超える賞与の支給を受けていることが確認で

きるとともに、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていること

が確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、勤怠支給控除一覧表において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 18 年６月 23 日については８万

8,000 円、同年 12 月８日については７万 9,000 円、19 年６月 25 日について

は６万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい



ては、事業主は、全ての申立期間に係る賞与支払額を誤って届け出た旨を認

めていることから、社会保険事務所（当時）は、全ての申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 



茨城国民年金 事案 1317 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48年 12 月から 51年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年 12月から 51年９月まで 

ねんきん定期便を確認したところ、昭和 48 年 12月から 51年９月までの

国民年金保険料が未納となっていた。 

申立期間については、私の母が、国民年金の加入手続を行い、申立期間を

含む 20歳から 25歳頃までの保険料を後から分割して納付した。 

このため、申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得がい

かない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 53 年５月９日に、Ａ社会保険事務

所（当時）からＢ市区町村に払い出されたものであり、申立人に払い出された

のは同日以降であることから、この時点では、申立期間の大半については時効

により保険料を納付することはできない。 

また、申立人は、申立人の母が国民年金の加入手続を行い、申立期間を含む

20 歳から 25 歳頃までの保険料を後から分割して納付したと主張しているが、

申立人の母は既に他界しているため、申立期間当時の国民年金の加入及び保険

料の納付状況が不明である。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）が無い上、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡もう

かがえず、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事情も見当

たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



茨城国民年金 事案 1318 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年４月から 44年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

また、昭和 44年４月から 45年 12月までの保険料については、還付するこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 44年３月まで 

             ② 昭和 44年４月から 45年 12月まで 

私は、昭和 47年に国民年金に加入し、36年４月から 45年 12月までの保

険料を、第２回の特例納付期間に、私の夫が自身の同期間の保険料と一緒に

特例納付したはずであったが、51 年にＡ市区町村から、加入期間不足によ

り、このままでは将来、年金が受給できなくなる旨の連絡があったため、不

本意ながら、44 年４月から 45 年 12 月までの不足になる期間の保険料を、

第３回の特例納付期間に、再度、特例納付した。 

しかし、年金事務所に年金記録の照会をしたところ、第２回の特例納付期

間内に納付したはずの申立期間①が未納となっていること、及び第２回と第

３回の特例納付期間に申立期間②の国民年金保険料を二重に納付させられ

たことについて、改めて不満が募った。 

このため、未納となっている申立期間①の記録を訂正するとともに、国民

年金保険料を二重に特例納付させられた申立期間②の保険料を還付してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 36 年４月から 45 年 12 月までの国民年金保険料を、第２回

の特例納付期間において、申立人の夫が自身の同期間の保険料と一緒に、特

例納付したはずだと主張しており、申立人の夫については、主張どおりの記

録が確認できる。 



また、60 歳到達時に年金受給資格を満たすことができない申立人が、高齢

者任意加入制度創設以前の第２回の特例納付期間において、不足する期間の

保険料を特例納付しなかったことについては疑念が残る。 

しかし、Ａ市区町村から昭和 51年９月 10日付けの「国民年金資格期間の不

足について」とするハガキを受け取り、特例納付したはずの期間が未納とな

っていることを知ったが、「不本意ながら」第３回の特例納付期間において、

申立期間②の国民年金保険料を納付したとする申立人の主張は、第２回の特

例納付期間からまだ間が無く、この時点で、保管されていた可能性が高い領

収証及び確定申告書控えの確認や、異議申立等特段の措置を講じることによ

って、自らの主張の正しさを立証できる可能性があったことを考えると、不

自然である。 

また、申立人は、当該特例納付保険料の金額についての記憶があいまいであ

り、実際に保険料を納付したとされる申立人の夫からも納付状況についての

具体的な証言が得られなかった。 

さらに、口頭意見陳述においても、申立人及び申立人の夫からは、当時の状

況について、新たな事実等は確認できない。 

加えて、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書等）が無い上、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡もうかが

えず、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事情も見当た

らない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人の昭和 36 年４月から 44 年３月までの期間の国民年金保険料

については、納付していたものと認めることはできず、44 年４月から 45 年

12月までの期間の保険料を還付することはできない。 



茨城国民年金 事案 1319 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 61年４月から 62年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

      生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

      住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年４月から 62年３月まで 

年金事務所に納付記録について照会したところ、昭和 61 年４月から 62

年３月までの国民年金保険料が未納となっていた。 

私は、正確な納付時期は記憶にないが、Ａ市区町村職員が自宅に来て、過

去の未納分の保険料を支払ってほしいと催促されたので、後日、妻が私と妻

の未納だった保険料をすべて納付したはずである。 

このため、申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得がい

かない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、時期は不明としながらも、それまで未納であった保険料を妻の未

納保険料と合わせて一括して納付したと主張しているが、申立人と妻の納付記

録によれば、申請免除期間であった昭和 60年２月から 61年３月までの保険料

を平成４年１月 24 日に追納した記録は確認できるが、この時点で、申請免除

期間となっていない申立期間については、時効により国民年金保険料を納付す

ることはできない。 

また、申立人は、申立期間の国民年金保険料は、妻と同時期に一括で納付し

たと主張しているが、申立人の妻も申立期間と同一の期間の保険料は未納とな

っている。 

さらに、申立人は、申立期間の国民年金保険料として、妻の保険料と合わせ

て 60万円ないし 90万円を納付したと主張しているが、仮に、申立人が申立期

間の保険料を申立期間直前の追納保険料と同時に納付した場合の金額は約 35

万円であり、申立人が主張する金額と大きく乖離
か い り

する。 

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付したとする申立人の妻は他界して



おり、納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無い上、別の

国民年金手帳記号番号が払い出された形跡もうかがえず、ほかに申立期間の保

険料を納付したことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



茨城厚生年金 事案 1819 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年２月 26日から 41年１月 16日まで 

日本年金機構から届いた確認はがきにより、Ａ社Ｂ工場に勤務してい

た昭和 37 年２月 26 日から 41 年１月 16 日までの期間について、41 年５

月 12日に脱退手当金が支給済みであることが分かった。私は、脱退手当

金を受け取った記憶はなく、当該脱退手当金が支給済みとされているこ

とに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る被保険者原票及び厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出

簿において、「脱」の表示が確認できるとともに、申立期間に係る脱退手当

金の支給額についても計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険

被保険者資格喪失日から約４か月後に支給決定されているなど、一連の事

務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人は、昭和 41 年１月 16 日にＡ社Ｂ工場に係る厚生年金保険

被保険者資格喪失後、48 年４月まで、その大半が国民年金の強制加入期間

であったにかかわらず、国民年金保険料を納付しておらず、厚生年金保険

被保険者資格喪失時において、将来の年金受給を意図して、脱退手当金を

受給しなかった特段の理由は見いだし難い。 

このほか、申立人から聴取しても申立期間に係る脱退手当金を受給した

記憶が無いと主張するのみで、ほかに申立人が申立期間に係る脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 1820 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を船

舶所有者により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年 10月 21日から同年 12月 14日まで 

年金事務所に船員保険の被保険者記録を照会したところ、Ａ氏所有の

Ｂ船舶に乗り組んでいた申立期間について、被保険者記録が無い旨の回

答を受けた。私が所持する船員手帳において、当該事業所に雇入れされ

ていたことが確認できるので、申立期間について、船員保険の被保険者

であったことを認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された船員手帳の写しにより、申立人が、申立期間にお

いて、Ａ氏所有のＢ船舶に雇入れされていたことは認められる。 

   一方、申立期間当時、Ｂ船舶に乗り組んでいたとする者から、申立人は、

補充員として、Ｃ都道府県のＤ港から一人乗り込むことになり、出港間際

のことなので、船員保険の加入手続は行っていなかったと記憶している旨

の証言が得られたところ、上記船員手帳の写しにより、申立人は、Ｃ都道

府県のＤ港から乗船していたことが確認できる。 

   また、当時、船員保険に係る手続等を行っていたとしてＥ協同組合から

紹介されたＦ社に照会したところ、船員保険組合は平成 22 年 12 月に解散

し、東日本大震災の津波により、申立期間当時の資料は全て流され残され

ていないため、申立人の乗船記録及び船員保険の加入状況等については確

認できない旨の回答が得られた。 

   さらに、現在、Ｇ市区町村において船舶を所有して漁業を営み、当時の

事情を知る者として上記Ｆ社より紹介された者から、当時は、必ず船員保



険に加入させてから乗船させるという態勢が確立しておらず、船員保険に

未加入のまま乗船していた者も大勢いた旨の証言が得られた上、申立期間

当時の船舶所有者は既に他界しており、その遺族も所在不明である旨の証

言があり、船舶所有者に対する照会ができなかった。 

   このほか、申立期間に係る船員保険料を船舶所有者により給与から控除

された事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人

の申立期間における船員保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情

も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断する

と、申立人が船員保険の被保険者として申立期間に係る船員保険料を船舶

所有者により、給与から控除されていたことを認めることはできない。  

 

 


